
J-POWERグループは「人々の求めるエネルギーを不断に提供し、日本と世界の持続可能な発展に貢献する」という企業理念に基づき、時代ごとの様々なエネルギーに関する課題解決に事業を通し
て貢献してきました。今後も、エネルギーの安定供給と気候変動対応の両立という地球社会の要請に応えながら、持続的な企業価値の向上を目指します。

戦後電力不足～電力需要の増大 オイルショック 気候変動問題

電源の開発により電力不足の解消に貢献

●  戦後まもない日本の電力不足を克服するため、1952年に政
府出資の会社として設立されたJ-POWERは大規模水力発
電の開発に取り組みました。

●  海外では発電所や送電線建設に関する技術支援やコンサル
ティング事業を通じて各国の発展と日本との間での信頼関
係構築に貢献しました。
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電源の多様化により電力の安定供給に貢献

●  2度のオイルショック以降、エネルギー源の多様化が強く求められ
る中、国内初となる海外炭を燃料とする石炭火力発電所の建設や
海外炭鉱権益の取得を行いました。

●  ピーク需要に対応する大規模揚水発電所や大容量送電線の建設を
進めました。

新技術・海外事業の展開により 
日本と世界の持続可能な発展に貢献
●  2000年代初頭より大規模商用ウインドファームの開発を行い、
いち早く気候変動問題に対応してきました。

●  2004年の完全民営化後、海外発電事業や風力発電事業を急速に
展開し、事業領域を積極的に拡大してきました。

●  日本、そして世界で培った技術と実績を活かし、「エネルギーと
環境の共生」を基調として、持続的な成長を目指しています。

（各年3月末現在）
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発電設備出力と民営化後の経常利益の推移

国内炭火力発電所の開発 海外炭火力発電所の開発

大容量送電線・周波数変換所の整備 大容量送電線の建設・連系線、幹線の拡充
ネットワークの
増強

原子力発電所の開発

風力発電事業の展開、洋上風力の開発

海外コンサルティング事業の展開

海外発電事業の展開、海外での再生可能エネルギー開発

大規模水力発電所の開発 大規模揚水発電所の開発
既設設備の
アップサイクル

■ 佐久間ダム（1956年完成）

● 1952年9月 「電源開発促進法」に基づき設立

■ 苫前ウィンビラ（2000年商業運転開始） ※2023年リプレース完了

■ 松島火力発電所
　（1981年商業運転開始）

■ トライトン・ノール洋上風力発電所
　（2022年商業運転開始）

■ 佐久間周波数変換所（1965年）
■ ペルーでのコンサルティング事業

（1962年）

● 2004年 東京証券取引所第一部に上場、完全民営化

2024年3月末のデータ追加をお願いします

経常利益　118,535百万円
風力　56万kW
海外   771万kW
地熱   4万kW
火力  889万kW
水力   858万kW
計　2,578万kW

● 2004年 東京証券取引所第一部に上場、完全民営化

経常利益
（1,400億円）

設備出力
（2,568万kW）

J-POWERグループの価値創造の歴史
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J-POWERグループが
提供する価値イントロダクション J-POWERグループの

戦略と事業 気候変動対応 価値創出を支える
取り組み データセクション


